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地域防災・事前防災を目指すにあたっての技術政策
地域における防災力の一層の強化（地域力の発揮）
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国土形成計画と強靱化計画

自律・分散、地域力の強化、人材、デジタル
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関東大震災からの四半世紀
1917.10.1 東京湾高潮 1918～ スペイン風邪 1918.9.8 択捉島沖地震 1921.11.4 原敬暗殺

1923.9.1 関東地震
1925.5.23 北但馬地震 1925.4.22 治安維持法

1926.5.24 十勝岳噴火 1927.3.7 北丹後地震

1927.3.14 金融恐慌 1930.11.26 北伊豆地震
1931.9.18 満州事変 1931.9.21 西埼玉地震

1932.5.15 五・一五事件 1933.3.3 昭和三陸地震

1933.3.27 国際連盟脱退 1934.3.21 函館大火

1934.9.21 室戸台風 1936.2.26 二・二六事件

1937.7.7 盧溝橋事件 1938.4.1 国家総動員法

1938.7.3 阪神大水害 1941.12.8 太平洋戦争

1943.9.10 鳥取地震 1944.12.7 東南海地震
1945.1.13 三河地震 3.10 東京空襲 7.2 沖縄戦終了 8.6&9 原爆 15 終戦
1945.9.17 枕崎台風 1946.12.21 南海地震
1947.9.15 カスリーン台風 1948.6.28 福井地震

1921.12.8 龍ヶ崎地震
1922.4.26 浦賀水道地震
1923.6.2 茨城県沖の地震

大正デモクラシー⇒開戦⇒敗戦⇒朝鮮戦争特需
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死者・行方不明者100以上の地震を除く
死者・行方不明者 100人以上の地震

自然災害による死者・行方不明者

2019年
房総半島台風
東日本台風

災害が少ない時代に経済発展

2018北海道胆振
東部地震43

2016熊本地震273

地震災害軽減には産業界と住民と耐震化努力が必要

大地震

防災白書より

三河地震2306人
枕崎台風3756人
南海地震1443人
カスリーン台風1930人
福井地震3769人

南紀豪雨1124人
洞爺丸台風1761人

伊勢湾台風5098人

阪神・淡路大震災6437人

東日本大震災22288人

南海トラフ地震
今後30年間の地震発生確率は70～80％、平均的には10年後

首都直下地震 今後30年間の地震発生確率は70％

日本海溝・千島海溝沿いの地震
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南海トラフ巨大地震の被害

5

全壊棟数 死者数

揺れ・
地盤災害

津波 火災 合計 合計 うち津波

静岡県 215,000 700 43,000 264,000 109,000 95,000
愛知県 243,000 300 119,000 386,000 23,000 6,400
三重県 163,000 5,000 48,000 223,000 43,000 32,000
大阪府 59,000 16,000 260,000 337,000 7,700 2,400
和歌山県 97,000 25,000 46,000 174,000 80,000 72,000
徳島県 90,000 7,400 22,000 125,000 31,000 25,000
香川県 37,000 900 12,000 55,000 3,500 1,100
愛媛県 117,000 14,000 53,000 192,000 12,000 4,400
高知県 167,000 46,000 22,000 237,000 49,000 37,000
宮崎県 39,000 25,000 14,000 83,000 42,000 39,000

全国合計 1,346,000 154,000 746,000 2,386,000 323,000 230,000
全国のポンプ車は７０００台

津波対策から建物対策に重点を移すとき
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全壊率（％）

死者（千人当り）

病院の耐震化率（％）右軸

住宅の耐震化率（％）2017朝日新聞
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住宅の耐震化

R5防災白書

空家 ＋97万 ＋63万 ＋29万（195万）

S56以前 ｰ150万 ｰ200万 ｰ190万（540万）

進まない木造家屋の耐震補強

空家への転換と建替で、
耐震化率が向上して見える
耐震改修は90万？ 1/5
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第一次緊急輸送通沿いの建物
大規模の地震の震動及び衝撃に
対する倒壊又は崩壊する危険性 改修工事

中

診断結果
の報告を
命令

合計
耐震化
割合

Ⅰ（高い） Ⅱ（ある） Ⅲ（低い）

千葉県 0 0 2 0 0 2 100%

東京都 1,112 1,084 1,634 21 36 3,887 42%

神奈川県 284 154 157 2 23 620 25%

長野県 2 2 2 0 1 7 29%

岐阜県 24 6 3 0 0 33 9%

愛知県 232 158 116 3 11 520 22%
滋賀県 7 1 4 1 0 13 31%

大阪府 181 86 105 1 27 400 26%

岡山県 55 12 16 0 1 84 19%

広島県 104 19 34 0 0 157 22%

徳島県 70 25 20 0 0 115 17%

合計 2,071 1,547 2,093 28 99 5,838 36%

東京以外 959 463 459 7 63 1,951 24%

静岡県 283 54 61 2 1 401 15%
R4/3/31時点で22都府県69市町村が指定し72団体（6都府県及び66市）が公表 22%

民間建築の耐震化の遅れ⇒防災い・土木・建築の連携
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商工会議所会館の耐震性

商工会議所会館の強靭性(商工会議所地区内人口別強靭性)
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耐震性に問題なし,68.2% 移転・新設・改修予定7.8% 耐震性に問題あるが対応見通しなし 24.0%

＜地区内人口規模 A:100万人以上、B:20万人以上100万人未満、C:10万人以上20万人未満、D:５万人以上10万人未満、E:５万人未満＞

n=462

n=9

n=79

n=89

n=113

n=171

(日商2021.1「商工会議所の強靭性・BCPに関する調査」)

新耐震基準建
物であり問題ない

旧基準時代の建
物であるが耐震補強

済み

旧基準時代の建
物だが、耐震性に問

題はない

旧基準時代の建物で対応
未了であるが、基準を満たして

いる建物に移転予定

旧基準時代の建
物で対応未了である
が新設予定

旧基準時代の建
物で対応未了である
が改修予定

旧基準時代の建物だが対応の見通
しが立っていない 計

うち費用面が理由

全体 217 (47.0%) 44 (9.5%) 54 (11.7%) 9 (1.9%) 17 (3.7%) 10 (2.2%) 111 (24.0%) 55 (50.5%) 462 (100.0%)

小都市が遅滞、商工会館は産業復旧支援の砦
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兵庫県南部地震でのRC建物被害
無被害軽減
小破
中破
大破
倒壊
不明
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古い建物の被害大・高い建物の被害大
耐震基準では建物の平均的な加速度応答に対して安全性を検証

（柔らかい地盤、高い柔らかく建物は揺れやすい）
堅い建物は無損傷の強度志向、柔らかい建物は損傷許容の靭性志向

9

耐震基準を満足する建物の耐震性には幅がある
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寺田寅彦・震災日記から
・・・・・その瞬間に子供の時から何度となく母上に聞かされていた土佐の安
政地震の話がありあり想い出され、丁度船に乗ったように、ゆたりゆたり揺れ
るという形容が適切である事を感じた。仰向いて会場の建築の揺れ工合を注
意して見ると四、五秒ほどと思われる長い週期でみしみしと音を立てながら
緩やかに揺れていた。

長周期で揺れる場所に高層ビル・石油タンク

四日市市HP

東南海地震
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整備局
都道府県
市町村
⇓

広域連携

今後に向けて

超広域大規模災害では国の支援力が圧倒的に不足

地域主体の官民連携で災害後も持続発展できる社会

国土強靭化推進会議

国土強靭化基本計画
国土審議会

国土形成計画

中央防災会議

××地震対策
推進基本計画

地震調査研究推進本部

地震の長期評価

事前防災、地域力、危険回避と耐震強化、地方版内閣府
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国難災害後にも持続発展する社会
着眼大局着手小局の事前復興計画
社会機能を維持する耐震建築

経済活動を維持するインフラ＆LL＆SC
地域主体の官民連携で達成


